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事業計画の認定

市町村への提出書類
（提出資料は市町村にお問い合わせください）

必要に応じて提出する書類必ず提出する書類

◆ （該当する場合）長寿命化整備計画書

□ 様式第１－４号

◆ （該当する場合）工事に関する確認書

□ 様式第１－５号

◆ 事業計画書
□ 様式第１－１号
□ 様式第１－２号

◆ 活動計画書
□ 様式第１－３号

□ 別添１ 実施区域位置図
□ 別添２ 構成員一覧
□ 別紙１ 多面的機能支払に係る活動計画

書（１号事業様式）

◆ 環境負荷低減のクロスコンプライアンス（みどり
チェック）チェックシート【R7追加】

 □ 様式第１-11号

◆ 規約

• 構成員の合意形成を行った以下の書類を市町村に提出します。その他、市町村におけ
る審査に当たり、設立総会の議事録等が必要となる場合があります。

• 提出期日は、活動を開始しようとする年度の６月30日まで（※）です。

• 市町村における審査後、事業計画が認定されると、市町村長から事業計画の認定通知
書が送付されます。

※ 特別な事情がある場合、市町村長が都道府県知事を通じて、地方農政局等に対して届出を行ったときには、当該年
度の10月31日まで。

「Ⅰ 組織の設立、事業計画の作成」のとおり、事業計画及び活動計画の案
を作成し、構成員の合意形成を図ったら、市町村に認定の申請をします。

Ⅱ

１ 事業計画の認定の申請

活性化計画の作成による提出書類の省略【R5拡充】

農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律（平成19年法律
第48号）第５条第１項に規定する活性化計画が作成されている場合であって、その添付
書類として様式第１－１号から様式第１－５号までを、対象組織が既に市町村に提出して
いるときは、これらの提出を省略できます。

■ 事業計画の認定
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• 市町村長から認定を受けた事業計画や活動計画等に変更が生じた場合は、変更の内容
に応じて、以下の①又は②の手続が必要です。その際も、事前に構成員の合意形成を
行ってください。

• ①の場合、市町村における審査後、変更した事業計画が認定されると、市町村長から
事業計画の認定通知書が送付されます。

２ 事業計画の変更

② 認定された事業計画の変更の届出① 認定された事業計画の変更の申請

左記以外の変更

（例）
・役員の交代、構成員の変更
・遊休農地を一部解消した場合
・保全管理する施設の延長又は路線の

増減等
・環境負荷低減のクロスコンプライアン

ス（みどりチェック）チェックシートの提
出（R7が活動期間途中の組織のみ）、
変更

・保全管理する対象農用地面積の変更
・保全管理する対象施設の変更
・対象組織の変更（※１）
・活動の追加、中止又は廃止（※２）
・活動期間の延長

※１ 組織をNPO法人化した場合も該
当。

※２ 単価に変更がある場合を含む。

変更内容

変更があった年度の実施状況の報告
時又は
翌年度の交付申請時
のいずれか早い期日

変更が生じたとき変更の申請
又は
届出の時期

変更があった事業計画書、活動計画書
等

変更があった事業計画書、活動計画書
等

提出書類

長寿命化整備計画書の認定、変更手続について

認定された長寿命化整備計画書の記載事項に以下の変更が生じた場合は、事業計画の変
更（対象農用地面積や対象施設の変更等）の有無にかかわらず、変更内容を記載した長寿
命化整備計画書を市町村長に提出し、その審査・認定を受けます。

また、以下に該当しない変更の場合は、市町村長への届出を行います。

工事１件当たり200万円以上の工事の追加

工事１件当たり概算事業費の３割以上の増加

■ 事業計画の認定
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交付金及び概算払いの申請Ⅲ

１ 交付金の交付申請

• 毎年度、○月○日までに、当該年度の活動に必要な交付金の交付申請書を市町村長に提出
します。

• 市町村における審査後、市町村長から交付金の交付決定通知が送付されます。

交付申請時の留意点

交付金の交付ルート

国費
1/2国

(地方農政局
等)

都道府県
農業者
団体等

市町村

国費1/2
＋

都道府県費
1/4

国費1/2
＋

都道府県費1/4
＋

市町村費1/4

交付申請書、概算払請求書は、市町村が定める様式を使用してください。

２ 概算払いの請求

• 交付決定の通知がなされた後、交付金の概算払い（前払い）を受けようとするときは、概
算払い請求書を市町村長に提出します。

• 市町村における審査後、市町村長から概算払い決定通知書等が送付され、交付金が支払わ
れます。

事業計画が認定された後、多面的機能支払交付金の交付を受けようとすると
きは、毎年度、市町村長へ申請を行います。

（市町村向け記述）
市町村が定める期日を記入してください。

（都道府県・市町村向け記述）
交付申請時の留意点や交付申請の変更手続き
方法等、手続き上必要な事項があれば追記し
てください。

■ 交付金及び概算払いの申請
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活動の実施、記録Ⅳ

交付を受けた交付金を活用し、認定を受けた事業計画及び活動計画に基づ
いて活動を実施します。

日々の作業の内容や金銭の収支等について記録します。

１ 活動の実施

• 活動計画書に位置付けた活動は、研修を除き、毎年度実施する必要があります。

• 活動計画書に位置付けた全ての活動について、活動を実施したら、その内容を活動記録に
記録する必要があります。（詳細は次ページ）

• 活動の実施に当たっては、農林水産省ウェブサイトに掲載している以下の資料も参考にし
てください。

＜活動の解説＞

多面的機能支払交付金の各活動について、項目ごとに活動
のねらい、内容、配慮事項等を具体的に解説しています。

＜共同活動の安全のしおり＞

毎年度、多面的機能支払交付金の活動中に転倒・転落、草
刈り機等との接触、飛び石、熱中症等の事故が発生していま
す。活動前にしおりを用いて安全確認を行い、事故の発生を
防止しましょう。

＜直営施工のすすめ＞

直営施工のメリット、実施手順等を解説しています。

＜環境負荷低減のクロスコンプライアンス
（みどりチェック）解説書＞

環境負荷低減のクロスコンプライアンス（みどりチェッ
ク）のチェックシートの取組の内容、実施手順等を解説して
います。

＜取組事例集＞

全国の取組事例を掲載しています。

＜円滑な組織運営のためのポイント＞

活動組織が組織を円滑に運営していくためのポイントを解
説しています。

各資料は、一部（※）を除き、農林水産省の多面的
機能支払交付金のウェブサイトに掲載しています。

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai.htm

※ 「円滑な組織運営のためのポイント」は市町村から配布され
たものを確認してください。l

■ 活動の実施、記録

多面的機能支払交付金
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２ 活動の記録

• 活動計画書に位置付けた全ての活動について、日当等金銭の支出の有無を問わず、活動を
実施したら、活動実施日、参加人数、内容等を活動記録に記録する必要があります。

• 市町村は、活動記録の内容を基に、活動要件の適否の確認・指導等を行います。記載漏れ
がないよう留意してください。

様式の経過措置等について（令和７年度改正の実施要領附則３及び４）【R7変更】

令和６年度までに事業計画の認定を受けた活動組織は、従来の活動計画書等の様式をそ
のまま使ってもかまいません。

また、市町村長及び都道府県知事が地方農政局長等と協議し同意が得られた活動記録の
独自様式についても使用可能です。

■ 活動の実施、記録

民間の事務支援システムの活用について

事務効率化のため、作業内容の記録、交付金の収支、申請・報告様式等の作成に当たり、
民間の事務支援システムを活用している例があります。

詳しくは、市町村等にお問合せください。

機能診断結果の記録について

資源向上活動（共同・長寿命化）においては、機能診断の結果を踏まえて必要と判断し
たものについて、実践活動や長寿命化工事を行います。このため、

・機能診断の結果

・機能診断結果を踏まえた実践活動の優先順位や具体的な対応方針

等については、記録を残し、構成員の間で認識を共有する等が重要です。

機能診断の記録方法については、前ページに掲載している「活動の解説」を参照してく
ださい。



47

活動記録の作成方法（パソコン入力の場合） 金銭の支出の有無に関わらず、活動計画に位置付け
た活動を行った場合には、それらの全てを本様式に記
載してください。
また、活動の取りまとめ等の事務処理や打合せ等も記
入してください。

【R7変更点】
・日付順に自動で並び変わるよう設定しています。
・「活動時間」は、休憩時間を含まない実動時間を30分
単位で記入（プルダウンリスト、「0.5」等直接入力も可
能）してください。

【R7変更点】
これまで求めていた「開始時刻」の記入は不要としまし
た。

自動で計算されます。

・「活動項目番号」は、活動計画に
位置付けた活動項目から、実施し
た活動内容に応じてプルダウン選
択してください。
・プルダウンリストは、「活動計画
書」で「○」を記入したもののみを
選択できるよう設定しています。

・事務処理や会議等は以下の番号
を選択してください。
「事務処理」 → 200番
「会議、打合せ」 → 300番

備考欄には、地域での活動
内容を「何を、どのように、ど
れだけ行ったか」具体的に記
入します。

■ 活動の実施、記録
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備考欄には、地域での活動
内容を「何を、どのように、ど
れだけ行ったか」具体的に記
入します。

金銭の支出の有無に関わらず、活動計画に位置付け
た活動を行った場合には、それらの全てを本様式に記
載してください。
また、活動の取りまとめ等の事務処理や打合せ等も記
入してください。

・「活動時間」は、休憩時間を含まない実動時間を30分
単位で記入してください。

【R7変更点】
これまで求めていた「開始時刻」の記入は不要としまし
た。

・「活動項目番号」は、活動計画に
位置付けた活動項目から、実施し
た活動内容に応じて記入してくださ
い。

・事務処理や会議等は以下の番号
を選択してください。
「事務処理」 → 200番
「会議、打合せ」 → 300番

活動記録の作成方法（手書きの場合）

「最大人数」の欄は、「活動参加人
数」欄の「農業者」、「農業者以外」
それぞれについて年間最大の人
数を選び、その合計を記入してく
ださい。
「延べ人数」の欄には、 「農業者」、
「農業者以外」のそれぞれの合計
人数を記入してください。

・「活動内容」の「支払区分」及び「活動項
目」は、簡略に記入する又は記入を省略
しても構いません。

■ 活動の実施、記録
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活動記録の記入例① 事務作業の記録方法

（例）作業日ごとに記入する場合

（例）まとめて記入する場合（別途事務作業日報等を整理している場合に限ります。）

（例）作業日ごとに記入する場合

（例）まとめて記入する場合（別途作業日報等を整理している場合に限ります。）

（例）備考欄に明記する場合

（例）様式欄外（参考）を活用する場合
様式欄外（参

考）
備考（具体的な活動内容を記

入）

活動内容

活動項目番号（左詰め）

活動参加人数活動実施日及び
活動時間

活動支
援班に
よる活
動の場
合は○

直営施
工した
場合は

○
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

○○○水路の草刈り
5 畦畔・法面・防風林
の草刈り,7 水路の草刈
り,10 農道の草刈り

農地維持,
農地維持,
農地維持

10753人3人2時間7/3

○○○○水路のひび割れ補
修

61 水路の補修⾧寿命化615人2人3人3.5時間11/2

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

活動のお知らせ作成200 事務処理-2001人1人1 時間4/1

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

年間の事務作業は、事務
作業日報のとおり。

200 事務処理-2001人3/15

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

○○水路の草刈り
5 畦畔・法面・防風林の
草刈り,7 水路の草刈り

農地維持,
農地維持755人2人3人2時間7/1

○○水路の草刈り
5 畦畔・法面・防風林の
草刈り,7 水路の草刈り

農地維持,
農地維持,753人3人2.5時間7/3

○○農道、○○農道の草
刈り

10 農道の草刈り農地維持,106人2人4人2時間7/10

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間

活動項目支払区分総参加
人数

農業者
以外

農業
者活動時間日付

8/20～8/25 草刈り
（活動時間と参加人数は
延べ数）。詳細は作業日
報のとおり。

5 畦畔・法面・防風林の
草刈り,7 水路の草刈り, 
10 農道の草刈り

農地維持,
農地維持農
地維持

107512人4人8人6時間8/20

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

活動支援班による○○水
路の草刈り

5 畦畔・法面・防風林の
草刈り,7 水路の草刈
り,10 農道の草刈り

農地維持,
農地維持,
農地維持

10753人3人2時間7/3

○○水路のひび割れ補修
（直営施工）

61 水路の補修⾧寿命化615人2人3人3.5時間11/2

活動記録の記入例② 草刈り等複数日実施する活動の記録方法

活動記録の記入例③ 直営施工、活動支援班による活動の記録方法

■ 活動の実施、記録
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活動記録の記入例④ 「58-3 水管理を通じた環境負荷低減活動の強化」の記入例

（例）長期中干しの場合

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

溝切り○本（本/10a）
実施

58-3 水管理を通じた環境
負荷低減活動の強化共同

58-
31人1人2時間○/○

中干し（○月○日～○
月○日、○日間）

58-3 水管理を通じた環境
負荷低減活動の強化共同

58-
31人1人○/○

（例）冬期湛水、夏期湛水の場合

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

湛水ほ場の畔塗り
58-3 水管理を通じた環境
負荷低減活動の強化共同

58-
32人2人2時間○/○

湛水ほ場の見回り、水
位管理（湛水期間：12
月5日～2月10日。）

58-3 水管理を通じた環境
負荷低減活動の強化共同

58-
32人2人0.5時間○/○

湛水ほ場の見回り、水
位管理

58-3 水管理を通じた環境
負荷低減活動の強化共同

58-
32人2人0.5時間○/○

（例）中干し延期の場合

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

中干し（○月○日～○
月○日）（慣行的な中
干し開始時期：○月○
日）

58-3 水管理を通じた環境
負荷低減活動の強化共同

58-
32人2人○/○

（例）江の設置の場合

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

江の設置（補修）(（江
の形状：長さ○ｍ、水
面幅○cm、深さ
○cm）深みの設置（底
面からの深さ○cm、○
箇所）

58-3 水管理を通じた環境
負荷低減活動の強化共同

58-
32人2人2時間○/○

江の設置期間（湛水期
間：○月○日～○月○
日）

58-3 水管理を通じた環境
負荷低減活動の強化共同

58-
32人2人○/○

■ 活動の実施、記録
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活動記録の記入例④ 「田んぼダム加算」の整理について

「田んぼダム加算」を受ける場合、活動計画書の

「３．（２）１）農村環境保全活動」のうち、テーマ「水田貯留機能増進・地下水かん養」

又は

「３．（２）２）多面的機能の増進を図る活動」のうち、「55 防災・減災力の強化」

のいずれかを選択し、当該活動項目の中で田んぼダムに取り組んでください。

活動記録においては、選択した活動項目番号を用いて行った活動内容を記入してください。

活動記録の記入例⑤ 「みどり加算」の整理について

「みどり加算」を受ける場合、「生産記録」（参考様式）に活動内容を記入してください。

詳細は、次ページを参照してください。

■ 活動の実施、記録

（例）「農村環境保全活動」で田んぼダムに取り組む場合

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

年度計画の策定
37 水田貯留計画、地下水
かん養計画の策定共同378人3人5人2時間4/5

田んぼダム説明会、堰
板の設置

48 水田の貯留機能
向上活動（水田貯留
機能増進・地下水か
ん養）

共同48110人10人100
人2時間4/20

（例）「多面的機能の増進を図る活動」で田んぼダムに取り組む場合

備考（具体的な活動内容を記入）
活動内容

活動項目番号（左詰め）
活動参加人数活動実施日及び

活動時間
活動項目支払区分総参加

人数
農業者
以外

農業
者活動時間日付

田んぼダム説明会、堰
板の設置

55 防災・減災力の
強化共同55110人10人100

人2時間4/20
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• 対象取組の実施時期、肥料や農薬の使用記録を整理した生産記録を作成する必要があり
ます。

• 必要に応じて、実施状況がわかる写真を撮影し、整理します。詳細は、市町村に確認し
てください。

「みどり加算」の活動の記録について【R７拡充】

■ 活動の実施、記録
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※ 使用肥料及び農薬の欄は「長期中干し」を参照

※ 使用肥料及び農薬の欄は「長期中干し」を参照

■ 活動の実施、記録
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※ 使用肥料及び農薬の欄は「長期中干し」を参照

■ 活動の実施、記録


